
総　括　表 （単位：千円）

前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
当初予算
に対する
伸率(％)

前年度同期
予　算　額

対前年度
同期伸率

(％)

199,635,325 3,331,323 202,966,648 11.8 190,118,046 6.8

公 営 住 宅 建 設 資 金 1,636,371 △ 92,106 1,544,265 △ 5.5 1,571,212 △ 1.7

国 民 健 康 保 険 41,820,202 1,240,825 43,061,027 3.0 41,338,584 4.2

後 期 高 齢 者 医 療 5,932,976 △ 215,599 5,717,377 △ 3.6 5,421,040 5.5

公 園 墓 地 290,200 1,262 291,462 3.7 297,807 △ 2.1

卸 売 市 場 720,379 △ 75,584 644,795 △ 9.2 614,762 4.9

母子父子寡婦福祉資金 22,000 0 22,000 0.0 27,291 △ 19.4

介 護 保 険 38,793,539 △ 650,853 38,142,686 0.7 39,721,212 △ 4.0

公設合併処理浄化槽事業 441,000 △ 81,024 359,976 △ 18.4 397,785 △ 9.5

宅 地 造 成 事 業 536,000 △ 195,069 340,931 △ 36.4 601,604 △ 43.3

公 債 管 理 18,331,000 △ 44,613 18,286,387 △ 0.2 17,808,455 2.7

小 計 108,523,667 △ 112,761 108,410,906 0.8 107,799,752 0.6

水 道 事 業 13,955,245 △ 548,038 13,407,207 △ 3.8 13,215,556 1.5

工 業 用 水 道 事 業 27,000 △ 1,498 25,502 △ 5.5 19,903 28.1

公 共 下 水 道 事 業 22,795,328 △ 1,099,068 21,696,260 △ 4.8 21,643,356 0.2

農 業 集 落 排 水 事 業 1,059,295 △ 19,760 1,039,535 △ 1.8 1,047,881 △ 0.8

田 野 病 院 事 業 958,000 56,092 1,014,092 5.9 902,238 12.4

小 計 38,794,868 △ 1,612,272 37,182,596 △ 4.1 36,828,934 1.0

346,953,860 1,606,290 348,560,150 6.3 334,746,732 4.1
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一般会計
（歳　入）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 市 税 56,594,000 △ 19,000 56,575,000 28.4 27.9 

15 地 方 譲 与 税 1,675,000 △ 8,000 1,667,000 0.8 0.8 

20 利 子 割 交 付 金 8,000 896 8,896 0.0 0.0 

21 配 当 割 交 付 金 228,000 △ 31,245 196,755 0.1 0.1 

22 株式等譲渡所得割交付金 82,000 135,921 217,921 0.0 0.1 

23 法 人 事 業 税 交 付 金 871,000 △ 182,063 688,937 0.4 0.3 

24 地 方 消 費 税 交 付 金 11,570,000 △ 1,235,784 10,334,216 5.8 5.1 

25 ゴルフ場利用税交付金 197,000 △ 3,812 193,188 0.1 0.1 

30 自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 5,700 5,700 0.0 0.0 

31 環 境 性 能 割 交 付 金 43,000 37,662 80,662 0.0 0.0 

33 地 方 特 例 交 付 金 430,000 17,712 447,712 0.2 0.2 

35 地 方 交 付 税 23,754,433 203,941 23,958,374 11.9 11.8 

40 交通安全対策特別交付金 82,000 △ 17,000 65,000 0.0 0.0 

45 分 担 金 及 び 負 担 金 1,511,818 △ 45,609 1,466,209 0.8 0.7 

50 使 用 料 及 び 手 数 料 1,981,882 5,844 1,987,726 1.0 1.0 

55 国 庫 支 出 金 49,436,418 743,460 50,179,878 24.8 24.7 

60 県 支 出 金 16,021,436 △ 4,981 16,016,455 8.0 7.9 

65 財 産 収 入 495,648 427,210 922,858 0.2 0.5 

70 寄 附 金 9,006,191 85,687 9,091,878 4.5 4.5 

75 繰 入 金 8,546,325 2,932,866 11,479,191 4.3 5.7 

80 繰 越 金 1,707,922 139,155 1,847,077 0.9 0.9 

85 諸 収 入 2,515,252 74,534 2,589,786 1.3 1.3 

90 市 債 12,878,000 68,229 12,946,229 6.5 6.4 

計 199,635,325 3,331,323 202,966,648 100.0 100.0 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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（歳　出）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 議 会 費 725,831 △ 29,239 696,592 0.4 0.3 

15 総 務 費 25,179,430 3,153,246 28,332,676 12.6 14.0 

20 民 生 費 92,640,958 1,769,211 94,410,169 46.4 46.5 

25 衛 生 費 19,248,694 △ 854,820 18,393,874 9.6 9.1 

30 労 働 費 187,249 △ 1,642 185,607 0.1 0.1 

35 農 林 水 産 業 費 5,649,808 △ 454,674 5,195,134 2.8 2.6 

40 商 工 費 3,571,721 △ 32,120 3,539,601 1.8 1.7 

45 土 木 費 15,201,593 △ 367,706 14,833,887 7.6 7.3 

50 消 防 費 4,408,174 △ 73,041 4,335,133 2.2 2.1 

55 教 育 費 15,029,372 325,886 15,355,258 7.5 7.6 

60 災 害 復 旧 費 350,900 △ 103,844 247,056 0.2 0.1 

65 公 債 費 17,341,594 67 17,341,661 8.7 8.5 

70 諸 支 出 金 1 △ 1 0 0.0 0.0 

75 予 備 費 100,000 0 100,000 0.1 0.1 

計 199,635,325 3,331,323 202,966,648 100.0 100.0 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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主　な　補　正　の　概　要
【一般会計】 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

財政調整基金ほか積立金

〔財政課〕
償還金

〔財政課〕
ＩＣカード活用事業

〔市民課〕
障がい児通所支援事業

〔障がい福祉課〕
障がい福祉サービス事業

〔障がい福祉課〕
宮崎市子どもの未来応援基金
積立金

〔子育て支援課〕
子育て世帯生活支援給付金
（市独自分）事業

〔子育て支援課〕
子どものための教育・保育給
付交付金返還金

〔保育幼稚園課〕
東高岡保育所指定管理料

〔保育幼稚園課〕
葬祭センター指定管理料

〔環境政策課〕

総務

715,152
財産収入
寄附金

○ 大坪西一丁目の土地売却が見込まれることから、公共施設
整備等基金への積立額を増額します。また、再算定により
普通交付税が追加交付されたため、財政調整基金への積立
額を増額します。

※補正前　7,230,015千円　⇒　補正後　7,945,167千円

1,965,000
国
諸収入

○ 過年度の国及び県等からの超過受入分の償還金が確定した
ため、所要額を増額します。

＜主なもの＞
・令和4年度医療扶助費等国庫負担金
・令和4年度子どものための教育・保育給付交付金

※補正前　148,832千円　⇒　補正後　2,113,832千円

7,046
手数料
国

○ コンビニ証明書の発行件数が当初の見込みを上回るため、
交付に係る事務委託手数料を増額します。

※コンビニ証明書発行見込件数　165,960件 ⇒ 227,700件

※補正前　24,540千円 ⇒ 補正後　31,586千円

272,586

国
(1/2)
県
(1/4)

○ 放課後等デイサービス等の利用が増加したため、所要額を
増額します。

※補正前　2,360,000千円　⇒　補正後　2,632,586千円

899,833

手数料
国
(1/2)
県
(1/4)

○ 生活介護サービス等の利用が増加したため、所要額を増額
します。

※補正前　9,750,000千円　⇒　補正後　10,649,833千円

4,520
財産収入
寄附金

○ 全ての子どもが生まれ育った環境にかかわらず、自らの未
来に希望を持ち、健やかに成長できるまちづくりを推進す
るため、企業や市民から寄せられた寄附金等を「宮崎市子
どもの未来応援基金」に積み立てます。

※補正前　3,300千円　⇒　補正後　7,820千円

△ 12,914
国
(10/10)

○ 支給実績が見込みを下回ったため、所要額を減額します。

※補正前　572,377千円　⇒　補正後　559,463千円

165,760

○ 「子どものための教育・保育給付交付金」の国及び県に対
する実績報告において、市が独自に負担すべき額を補助対
象経費に含めて報告したことで交付金の返還が生じたた
め、本年度中に返還を要する額を計上します。

・平成30年度分　100,970千円
・令和元年度分　 64,790千円

27,121

負担金
国
県
財産収入

○ 指定管理料の実績が当初の見込みを上回るため、所要額を
増額します。

※補正前　77,879千円　⇒　補正後　105,000千円

衛生 13,000

○ エネルギー価格高騰に伴い燃料費(灯油)が不足するため、
所要額を増額します。

※補正前　76,368千円　⇒　補正後　89,368千円

民生
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

新型コロナウイルス感染症検
査・医療費

〔健康支援課〕
新型コロナウイルス感染症検
査包括外部委託事業

〔健康支援課〕
企業立地奨励金交付事業

〔企業立地推進課〕
高岡温泉施設民間事業者選定
事業

〔高岡総合支所地域市民福祉課〕

石崎の杜歓鯨館指定管理料

〔スポーツランド推進課〕
生目の杜運動公園指定管理料

〔スポーツランド推進課〕
小学校空気調和設備整備事業
（Ｒ５大規模改造・空調）

〔学校施設課〕
小学校校舎外壁落下防止対策
事業（Ｒ５防災機能強化）

〔学校施設課〕
小学校空気調和設備更新事業
（Ｒ５大規模改造・空調）

〔学校施設課〕

衛生

△ 278,784
国
(1/2,3/4)

○ 新型コロナウイルス感染症の5類移行に伴い、令和5年5月8
日以降の検査・医療費が市負担の対象外となるため、所要
額を減額します。

※補正前　520,860千円　⇒　補正後　242,076千円

△ 191,293
国
(1/2)

○ 行政検査対象施設である医療機関や高齢者施設等における
新型コロナウイルス感染症患者の減少に伴い、令和5年9月
30日をもって包括外部委託を終了したため、所要額を減額
します。

※補正前　194,040千円　⇒　補正後　2,747千円

商工

△ 260,000

○ 立地企業の操業開始の遅れのほか、設備投資額や雇用人数
が計画を下回ったため、所要額を減額します。

※補正前　500,000千円　⇒　補正後　240,000千円

8,200

○ 高岡温泉の民営化に向けた譲渡事業者を再公募するため、
「不調原因の分析」、「事業者の掘り起こし」及び「公募
条件の再考」に関する業務を専門家に委託します。

※補正前　544千円　⇒　補正後　8,744千円

1,482

○ 屋内プール換気ファン更新工事に伴うプールの閉鎖によ
り、当初計画していた利用料金収入等が見込めず、管理運
営に支障が出ているため、営業損失相当額を指定管理者へ
補償金として支払います。

＜指定管理者＞
　みやざきＢ・Ｋグループ

※補正前　46,989千円　⇒　補正後　48,471千円

12,030 使用料

○ 生目の杜運動公園の電気料金が契約内容の変更に伴い増額
したため、指定管理料を増額します。

＜指定管理者＞
　ＭＳＧ・ミズノグループ

※補正前　196,100千円　⇒　補正後　208,130千円

277,959

国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1/3)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市債
(75/100)

○ 国の内示に伴うもの
児童等にとって良好な教育環境を確保するため、理科教室
に空調設備の整備を行い、夏季等における教室の適切な室
温管理を図ります。

＜対象校＞
　全館空調以外の小学校38校(51教室)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜工事概要＞
　空調設備の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50,000

国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1/3)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市債
(90/100)

○ 国の内示に伴うもの
児童等にとって安全・安心な教育環境を維持するため、老
朽化が進んでいる校舎の外壁改修を行い、児童等の安全確
保と施設の長寿命化を図ります。

＜対象校＞
　小松台小　

＜工事概要＞
　外壁改修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

40,603

国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1/3)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市債
(75/100)

○ 国の内示に伴うもの
児童等にとって良好な教育環境を維持するため、老朽化し
た空調設備の更新を行い、夏季等における教室の適切な室
温管理を図ります。

＜対象校＞
　瓜生野小、清武小、大久保小　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜工事概要＞
　個別空調設備の更新　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

教育
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

中学校空気調和設備整備事業
（Ｒ５大規模改造・空調）

〔学校施設課〕
中学校校舎外壁落下防止対策
事業（Ｒ５防災機能強化）

〔学校施設課〕
中学校空気調和設備更新事業
（Ｒ５大規模改造・空調）

〔学校施設課〕

※表中の［左の特定財源］欄の市債の( )書きは、市債の充当率を示している。

【一般会計：債務負担行為】

（追加） （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

宮崎市きよたけ児童クラブ施
設指定管理料

〔生涯学習課〕
宮崎市霧島児童館等指定管理
料　

〔子育て支援課〕
宮崎市恒久児童館等指定管理
料

〔子育て支援課〕
宮崎市倉岡児童館等指定管理
料

〔子育て支援課〕
宮崎市生目の杜運動公園指定
管理料

〔スポーツランド推進課〕

教育

219,930

国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1/3)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市債
(75/100)

○ 国の内示に伴うもの
生徒等にとって良好な教育環境を確保するため、理科教室
に空調設備の整備を行い、夏季等における教室の適切な室
温管理を図ります。

＜対象校＞
　全館空調以外の中学校19校(39教室)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜工事概要＞
　空調設備の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

50,000

国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1/3)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市債
(90/100)

○ 国の内示に伴うもの
生徒等にとって安全・安心な教育環境を維持するため、老
朽化が進んでいる校舎の外壁改修を行い、生徒等の安全確
保と施設の長寿命化を図ります。

＜対象校＞
　大淀中　

＜工事概要＞
　外壁改修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

103,574

国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1/3)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市債
(75/100)

○ 国の内示に伴うもの
生徒等にとって良好な教育環境を維持するため、老朽化し
た空調設備の更新を行い、夏季等における教室の適切な室
温管理を図ります。

＜対象校＞
　宮崎中、宮崎西中、大宮中、住吉中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜工事概要＞
　個別空調設備の更新　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

13,344

国
(1/3)
県
(1/3)

○ 開設時間拡充等のため、指定管理料を追加します。

＜指定管理者＞
　シダックス大新東ヒューマンサービス(株)

＜指定期間＞
　令和3年4月1日～令和8年3月31日

342

○ 電気使用量が増加したため、所要額を追加します。

＜指定管理者＞
　(社福)宮崎市社会福祉事業団

＜指定期間＞
　令和3年4月1日～令和8年3月31日

238

○ 電気使用量が増加したため、所要額を追加します。

＜指定管理者＞
　(社福)宮崎市社会福祉事業団

＜指定期間＞
　令和3年4月1日～令和8年3月31日

96

○ 電気使用量が増加したため、所要額を追加します。

＜指定管理者＞
　(社福)宮崎市社会福祉事業団

＜指定期間＞
　令和3年4月1日～令和8年3月31日

教育 48,120

○ 生目の杜運動公園の電気料金が契約内容の変更に伴い増額
したため、指定管理料を追加します。

＜指定管理者＞
　ＭＳＧ・ミズノグループ

＜指定期間＞
　令和5年4月1日～令和10年3月31日

民生
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【国の補正予算に伴うもの】

15事業　361,771千円

【一般会計】 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

地域介護福祉空間整備等施設
整備事業（Ｒ５国補正）

〔介護保険課〕
担い手確保・経営強化支援事
業（Ｒ５国補正）

〔農政企画課〕
園芸施設整備支援事業（Ｒ５
国補正）

〔農業振興課〕
県営漁港整備事業（Ｒ５国補
正）

〔森林水産課〕
農村地域防災減災事業（調査
計画）（Ｒ５国補正）

〔農村整備課〕
県営湛水防除事業負担金（宮
崎）（Ｒ５国補正）

〔農村整備課〕
県営畑地帯総合整備事業負担
金（高岡）（Ｒ５国補正）

〔農村整備課〕
国土調査事業（Ｒ５国補正）

〔農村整備課〕
農村地域防災減災事業（調査
計画）(清武)（Ｒ５国補正）

〔清武総合支所農林建設課〕

民生 17,052
国
(10/10)

○ 高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、事業者に
対し、整備に係る費用の一部を助成します。

認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業
＜対象施設＞
　認知症高齢者グループホーム　3施設

7,500
県
(10/10)

○ 生産性の向上と持続可能な農業の両立を図るため、水田裏
作の活用など高収益化へ経営の転換を図ろうとする担い手
に対し、必要な農業用機械・施設の導入費用の一部を助成
します。

45,801
県
(9.1/10)

○ 気象条件に左右されにくく収益性の高い、経営の安定した
園芸産地を確立するため、ハウス等の整備費用の一部を助
成します。

10,000
市債
(100/100)

○ 漁港施設の耐震・耐津波対策のため、県営漁港整備事業に
係る市負担金を拠出します。
(負担割合　国50％、県40％、市10％)

＜事業概要＞
　青島漁港　沖防波堤改良

152,044
県
(10/10)

○ 防災重点農業用ため池の決壊による水害から、地域住民の
生命及び財産を守るため、堤体等の劣化状況や地震・豪雨
による決壊の危険性の評価を行います。

＜事業概要＞
　劣化状況評価　　　　39か所
　地震・豪雨耐性評価　12か所　

19,975
市債
(100/100)

○ 農地湛水被害の軽減による農作物の安定生産並びに地域の
安全と良好な居住環境を確保するため、県営湛水防除事業
に係る市負担金を拠出します。
(負担割合　国55％：県36.5％：市8.5％)

5,490
市債
(100/100)

○ 良質で安定した用水の確保及び農業経営の安定と地域農業
の振興のため、かんがい用水のパイプライン化、農道の拡
幅舗装、区画整理など県営畑地帯総合整備事業に係る市及
び地元負担金を拠出します。
(負担割合　国50％：県31.7％：市10％：地元8.3％)

3,930
県
(3/4)

○ 地籍の明確化を図るため、一筆ごとの土地の所有者、地番
及び地目の調査、並びに境界及び地積に関する測量を行い
ます。

＜事業概要＞
　調査地区：内海地区
　調査面積：0.06㎢

17,000
県
(10/10)

○ 農業用水の供給だけでなく、大雨時の洪水調節機能の役割
も担っている防災重点農業用ため池のうち、老朽化の著し
いため池の改修を行うため、調査計画(概要書)の作成を行
います。

＜事業箇所＞　
　東ヶ迫地区(清武)

農林
水産 事業箇所 事業内容

正蓮寺 排水路工　Ｌ＝180ｍ

事業箇所 事業内容

内山東 畑地かんがい　Ａ＝1.0ha、農道整備　Ｌ＝1,000ｍ
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

急傾斜地崩壊対策県営事業負
担金（Ｒ５国補正）

〔土木課〕
急傾斜地崩壊対策県営事業負
担金（佐土原）（Ｒ５国補
正）

〔土木課〕
港湾改修事業等負担金（Ｒ５
国補正）

〔土木課〕
安全で快適な自転車通行空間
整備事業（Ｒ５国補正）

〔都市計画課〕
公園遊具等更新事業（Ｒ５国
補正）

〔公園緑地課〕
宅地造成及び特定盛土等規制
法基礎調査事業（Ｒ５国補
正）

〔開発審査課〕

※表中の［左の特定財源］欄の市債の( )書きは、市債の充当率を示している。

7,000
市債
(100/100)

○ 高さ10ｍ以上の自然がけで、被害が予想される一定数の人
家等がある急傾斜地について、県が旧宮崎市域において実
施する急傾斜地崩壊対策事業に対し、市負担金(事業費の
1/10)を拠出します。

2,000
市債
(100/100)

○ 高さ10ｍ以上の自然がけで、被害が予想される一定数の人
家等がある急傾斜地について、県が佐土原町域において実
施する急傾斜地崩壊対策事業に対し、市負担金(事業費の
1/10)を拠出します。

51,400
市債
(100/100)

○ 国の重要港湾に指定されている宮崎港の防災機能の強化を
図るため、国が実施する港湾整備事業に対し、市負担金
（事業費の1/10）を拠出します。

4,250

国
(5.5/10)
市債
(100/100)

○ 安全で快適な自転車通行空間を創出するため、「宮崎市自
転車活用推進計画」に基づき、車道上に自転車通行空間を
確保し、安全で快適な自転車ネットワークを形成します。

＜事業内容＞
　自転車通行空間整備　L=1.0km

15,000

国
(1/2)
市債
(100/100)

○ 市民が安心して快適に公園を利用できる環境を整えるた
め、緊急的に措置すべき公園施設の改修など、公園施設長
寿命化計画に基づく老朽化対策を実施します。

＜事業概要＞
　遊戯施設等更新工事　9施設

3,329

○ 令和5年度に抽出した既存盛土において、応急対策等の必要
性を把握するため、県が実施する現地調査等の委託業務に
対し、市負担金を拠出します。

土木

地区名 事業費 負担金

一ノ宮－１ 25,000 2,500

古宮田 20,000 2,000

下古城 25,000 2,500

計 70,000 7,000

地区名 事業費 負担金

北伊倉１ 20,000 2,000

事業主体 事業概要 事業費 負担金

国（直轄） 南防波堤(改良) 514,000 51,400
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【特別会計】

（国民健康保険特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

療養給付費の実績に基づき、所要額を増額します。

※補正前　25,500,000千円　⇒　補正後　26,470,000千円

高額療養費の実績に基づき、所要額を増額します。

※補正前　3,750,000千円　⇒　補正後　4,125,000千円

（後期高齢者医療特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（卸売市場特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（介護保険特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

※表中の［左の特定財源］欄の市債の( )書きは、市債の充当率を示している。

【企業会計】

（水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（工業用水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

事業名

一般被保険者療養給付費

〔国保年金課〕
一般被保険者高額療養費

〔国保年金課〕

事業名

後期高齢者医療広域連合納付金

〔国保年金課・国保収納課〕

事業名

中央卸売市場・市場施設整備事業

〔市場課〕

事業名

介護給付費

〔介護保険課〕

事業名

水道事業

〔上下水道局〕

事業名

工業用水道事業

〔上下水道局〕

970,000 県

○

375,000 県

○

△ 225,034
保険料
繰入金
繰越金

○ 保険料収納額及び保険基盤安定繰入金の実績に基づき、所
要額を減額します。

※補正前　5,677,148千円　⇒　補正後　5,452,114千円

△ 3,500
市債
(100/100)

○ 工事請負費の実績に基づき、所要額を減額します。

※補正前　124,500千円　⇒　補正後　121,000千円

△ 700,000

保険料
国
支払基金交
付金
県
繰入金

○ 介護サービス給付費等の実績に基づき、所要額を減額しま
す。

△ 548,038

○ 水道事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、収益的
支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額します。

・収益的支出
 【補正前】8,207,981千円
  ⇒【補正後】7,921,090千円(△286,891千円)

・資本的支出
 【補正前】5,747,264千円
　⇒【補正後】5,486,117千円(△261,147千円)

△1,498

○ 工業用水道事業運営経費の実績に基づき、収益的支出の費
用を減額します。

・収益的支出
 【補正前】16,400千円
  ⇒【補正後】14,902千円(△1,498千円)

款・項・目（項名） 補正前 補正後 補正額

介護サービス等諸費 32,462,000 31,762,000 △700,000

介護予防サービス等諸費 780,000 780,000 0 

その他の諸費 40,000 40,000 0 

高額介護サービス等費 919,000 919,000 0 

高額医療合算介護サービス等費 142,000 142,000 0 

特定入所者介護サービス等費 656,000 656,000 0 

計 34,999,000 34,299,000 △700,000
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（公共下水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（農業集落排水事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（田野病院事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

※表中の［左の特定財源］欄の企業債の( )書きは、企業債の充当率を示している。

≪総合経済対策関連事業≫

【一般会計】 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

物価高騰等経済対策プレミア
ム付商品券発行支援事業

〔産業政策課〕

※表中の［左の特定財源］欄の［国(交付金)］は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を示している。

事業名

公共下水道事業

〔上下水道局〕

事業名

農業集落排水事業

〔上下水道局〕

事業名

田野病院事業

〔保健医療課〕

△ 1,099,068

国
企業債
(100/100)

○ 公共下水道事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、
収益的支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額しま
す。

・収益的支出
 【補正前】10,975,421千円
  ⇒【補正後】10,577,518千円(△397,903千円)

・資本的支出
 【補正前】11,819,907千円
　⇒【補正後】11,118,742千円(△701,165千円)

△ 19,760
国
企業債
(100/100)

○ 農業集落排水事業運営経費及び建設改良費の実績に基づ
き、収益的支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額
します。

・収益的支出
 【補正前】610,295千円
　⇒【補正後】602,668千円(△7,627千円)

・資本的支出
 【補正前】449,000千円
　⇒【補正後】436,867千円(△12,133千円)

56,092

○ 手術実施に要する経費等の増加に伴い、指定管理料を始め
とする収益的支出の費用を増額します。

・収益的支出
 【補正前】808,575千円
　⇒【補正後】864,667千円（＋56,092千円）

商工 450,000

国
(交付金)
県
(1/2以内)

○ 物価の高騰等により大きな影響を受けている事業者や生活
者を支援するため、商工団体等により組織される実行委員
会に対し、プレミアム付商品券の発行、販売、広告宣伝な
どに係る費用を助成します。

＜事業内容＞
・1セット1万円の商品券に30％のプレミアムを付加
・105,000セット発行予定
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◆国から示された交付限度額及び財源化の状況
 〇新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

〇物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

◆主な臨時交付金活用事業
〇令和５年度（現年）

【新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金】

・電気・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給事業

・新型コロナ・物価高騰等経済対策プレミアム付商品券発行支援事業

・新型コロナ・物価高騰等経済対策プレミアム付電子飲食券発行事業

・子育て世帯生活支援給付金（市独自分）事業

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金】

・物価高騰重点支援給付金支給事業

・物価高騰等経済対策プレミアム付商品券発行支援事業

〇令和４年度（繰越）

【新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金】

・ホテル・旅館等原油高騰等緊急支援事業

※上記事業は、総事業費（予算額）で記載。

1,742,480千円

780,000千円

386,760千円

559,463千円

4,122,765千円

450,000千円

33,860千円

令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及び物価高騰対応重点支援地

方創生臨時交付金の活用状況について

参 考

交付金種別 内訳 国予算種別 金額 令和５年度 令和６年度

　R4年度繰越 R4年度 737.1 737.1 -

　国補助地方負担措置分 R4年度 47.5 47.5 -

物価高騰分…② 　R4年度繰越 R4年度 142.0 142.0 -

重点交付金分…③

（推奨事業メニュー分）
　R5年度交付 R4年度 1,056.3 1,056.3 -

重点交付金分…④
（低所得者支援枠(給付金））

　R5年度交付 R4年度 1,603.7 1,603.7 -

重点交付金分…⑤
（低所得者支援枠(事務費））

　R5年度交付 R4年度 108.5 108.5 -

3,695.1 3,695.1 -

単位：百万円

交付限度額 財源充当（予定）額

合計（①+②+③+④+⑤）

通常分…①

単位：百万円

交付金種別 内訳 国予算種別 金額 令和５年度 令和６年度

推奨事業メニュー分…⑥ 　R5年度交付 R5年度 761.9 468.1 293.8

低所得者支援枠分…⑦

(給付金）
　R5年度交付 R5年度 3,716.9 3,716.9 0.0

低所得者支援枠分…⑧

(事務費）
　R5年度交付 R5年度 62.8 57.4 5.4

4,541.6 4,242.4 299.2

交付限度額 財源充当（予定）額

合計（⑥+⑦+⑧）
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